
開催セミナーのご案内    

●消費税改正セミナー●  ・・ 軽減税率導入等の直前対策ポイント・・ 

軽減税率やインボイス制度について、税率アップのポイントと直前対策を解説します。 

平成 3１年 6 月 27 日(木)   会場：パートナーズ PLAZA 内   時間 15：30～17：00    

受講料：無料   お問い合わせ：0258-36-2685 

 

※内容のご質問等については、TEL 0258-35-4444  担当 高野・堀井 まで 

※配信中止等のお問い合わせは、ホームページ https://www.3d-m.jp/contact/others/ 

  

 

 

 
・・・文章中のこのマーク   をクリックして詳しい情報をどうぞ・・・ 
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ワンポイント 通信 
第４０６号 ２０１９年４月１日発行 

E-mail pro@3d-m.jp  Web https://www.3d-m.jp/ 
TEL 0258-36-2685    FAX 0258-35-2820  

新たな在留資格『特定技能』とは？ 

特 定 技 能 ２号 
熟練技能・在留期間無制限 

試験 
帰国 

特 定 技 能 １号 
一定の技能・在留期間５年 

 

2019 年 4 月１日から 
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１．外国人労働者受入拡大
　平成３０年１２月８日、新たな在留資格を設け、外国人労働者の受け入れを拡大する「改正出入国管理法」が成立しました。平成３１年４月１日施行です。
　昨今、大きな社会問題となっている人手不足が背景にあります。



２．特定技能とは
　人材確保の必要がある産業分野のうち、一定の業務に従事する外国人が、受入先と雇用契約を締結して活動する就労目的の在留資格です。



３．特定技能１号
　特定技能１号とは、「特定産業分野に属する相当程度の知識または経験を必要とする技能を要する業務に従事する外国人向けの在留資格」です。
　対象は、介護、ビルクリーニング、宿泊、農業、漁業など１４種です。
　在留資格を得るには、①最長５年間の技能実習を終了するか、②技能・日本語の試験に合格することです。
　在留期間は通算して５年で、家族の帯同は不可です。



４．特定技能２号
　特定技能２号とは、「特定産業分野に属する熟練した技能を要する業務に従事する外国人向けの在留資格」です。
　所管省庁が定める一定の試験に合格すること等が要件です。建設業と造船・舶用工業が2021年度から試験を始める予定です。
　在留期間は実質無制限で、家族の帯同も認められます。





